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答申第１８２号（諮問第２４１号事案） 

 

答     申 

 

第１ 審査会の結論 

宮城県知事の決定は妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

 １ 審査請求人は，令和２年８月２７日付けで，情報公開条例（平成１１年宮

城県条例第１０号。以下「条例」という。）第５条第１項の規定により，宮

城県知事（以下「実施機関」という。）に対し，「令和○○年○○月○○日 仙

台保健福祉事務所が行った○○，有料老人ホーム○○への立入検査時にお

ける職員３名の聴取内容」について，開示の請求（以下「本件開示請求」と

いう。）を行った。 

 

 ２ 実施機関は，条例第１１条の規定により，行政文書が存在しているか否か

を答えるだけで非開示情報を開示することになるとして，行政文書の存否

を明らかにしない決定（以下「本件処分」という。）を行い，次のとおり理

由を付して，令和２年９月２５日付けで審査請求人に通知した。 

 

   条例第８条第１項第３号該当 

   本件開示請求は，特定法人に対してなされた立入検査に関する文書につ

いての請求であり，文書の存否を明らかにすれば，当該法人の権利，競争上

の地位その他正当な利益が損なわれるおそれがあり，条例第８条第１項第

３号に該当することから，本件開示請求については，条例第１１条により存

否を明らかにしないもの。 

 

 ３ 審査請求人は，令和２年１１月２６日付けで，行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）第２条の規定により，本件処分を不服として，実施機関に

対し審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   審査請求の趣旨は，本件処分を取り消し，本件開示請求の対象となる文書

の開示を求めるものである。 
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２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書によると，

おおむね次のとおりである。 

 

（１）当該施設は審査請求人が運営する事業所であり，立入検査があったこと

を審査請求人は当然に承知していることから，審査請求人に対して開示

又は存否を明らかにすることで権利，競争上の地位その他正当な利益が

損なわれることはない。開示請求者を問わず一律の対応をする必要性は

存在せず，個別の開示請求に対してそれぞれ決定を行わないのは条例第

３条第１項に定める保有する情報を積極的に公開するよう努める姿勢か

ら遠く隔たっている。 

 

（２）実施機関は介護保険施設等指導及び監査実施要綱の積極的な公開を怠

っており，その内容が周知のものとなっているとは言い難く，介護保険法

（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７６条第１項に基づ

く立入検査が行われたことが明らかになっても，当該事業者に何らかの

違反や不正，不当の疑いがあったことが直ちに想起されるわけではない。 

 

（３）当該施設について実施機関は，介護保険施設等指導及び監査実施要綱第

６の２（１）に基づく訪問介護事業所への監査と，宮城県有料老人ホーム

設置運営要綱第１５に基づく有料老人ホームへの随時立入検査を同時に

行っている。監査・随時立入検査を行う必要があるとする実施機関の認定

は，充分に合理的なものであるとは何ら担保されず，実施機関が監査・随

時立入検査を行ったことが公になることで当該法人の権利，競争上の地 

位その他正当な利益が損なわれるには，実施機関の行政活動は無謬
びゅう

であ 

るとの誤った信頼に基づき，実施機関が監査・随時立入検査を行った以上

何らかの違反や不正，不当が合理的に疑われたとする短絡的な思考を必

要とする。 

 

（４）本件開示請求に係る監査については改善を要する事項は見受けられな

かった旨の結果が実施機関から通知され，随時立入検査については一旦

改善指導事項が示され報告を求められたが，その後，再確認を行った結果

違法となる事項は認められなかったとして，改善報告を不要とする通知

がされた。実施機関は違反や不正，不当を疑いあるいは重点的に検査を行

う必要を認めたにせよ，その疑いや認定が事実に沿うものではなかった

ことを既に認めている。 
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第４ 実施機関の説明要旨 

   実施機関が弁明書において述べている内容は，おおむね次のとおりであ

る。 

 

１ 立入検査について 

立入検査は，法等の規定に基づき，必要であると認めるとき（法第７６条

第１項），すなわち指定基準違反又は介護報酬の請求について不正若しくは

著しい不当が疑われる場合等において（介護保険施設等指導及び監査実施要

綱）実施することとされており，本件開示請求に対して対象行政文書を特定

して開示決定等を行うと，当該事業者に何らかの違反や不正，不当の疑いが

あって立入検査を受けたことを公にすることになる。これは法人に関する情

報であって，公開することにより社会的信用が低下し，当該法人の権利，競

争上の地位その他正当な利益が損なわれると認められることから，条例第８

条第１項第３号に基づき，非開示とされるべき情報である。 

よって，本件開示請求については，対象行政文書の存否を答えるだけで非

開示情報を開示することとなるため，条例第１１条の規定により存否を明ら

かにしなかったものである。 

 

２ 自己情報の開示請求について 

審査請求人は，自己情報の開示請求であることから正当な利益が失われる

ことはない，一律に対応するのではなく個別の開示請求に対して開示決定等

を行えば足りる等の主張をしているが，行政情報の開示制度は開示請求人の

属性や開示請求対象文書との関係に関わらず一律に取り扱うことを前提と

した制度であり，採用できない。 

 

第５ 審査会の判断理由 

１ 条例の基本的な考え方について 

条例は，「地方自治の本旨にのっとり，県民の知る権利を尊重し，行政文

書の開示を請求する権利」を明らかにすることにより，「県政運営の透明性

の一層の向上を図り，もって県の有するその諸活動を説明する責務が全うさ

れるようにするとともに，県民による県政の監視と参加の充実を推進し，及

び県政に対する県民の理解と信頼を確保し，公正で開かれた県政の発展に寄

与することを目的」として制定されたものであり，原則公開の理念の下に解

釈され，及び運用されなければならない。 

当審査会は，この原則公開の理念に立って，条例を解釈し，以下のとおり
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判断するものである。 

 

２ 行政文書の存否を明らかにしない決定について 

条例第１１条は，「開示請求に対し，当該開示請求に係る行政文書が存在

しているか否かを答えるだけで，非開示情報を開示することとなるときは，

実施機関は，当該行政文書の存否を明らかにしないで，当該開示請求を拒否

することができる」と規定している。 

通常，行政文書の開示請求があったときは，実施機関は当該開示請求に係

る行政文書の存否を明らかにした上で，行政文書の全部若しくは一部を開示

する旨の決定，行政文書を開示しない旨の決定又は行政文書を保有していな

い旨の決定をすべきであるが，例えば，特定の個人の病歴に関する情報など，

情報の性質によっては，行政文書が存在するか否かを回答しただけで非開示

情報が開示されるのと同様の結果を生じ，ひいては非開示情報として保護す

べき利益が害される場合がある。同条は，そのような場合，行政文書の存否

を明らかにしないで開示請求を拒否する決定ができる旨を定めたものと解

される。ただし，同条の規定は例外的なものであり，その適用に当たっては，

これを厳格に解釈し，濫用することのないようにしなければならない。 

 

本件開示請求は，第２の１に記載した「令和○○年○○月○○日 仙台保

健福祉事務所が行った○○，有料老人ホーム○○への立入検査時における職

員３名の聴取内容」という内容であり，特定の訪問介護事業所及び有料老人

ホームの名称を明示した上で，当該施設に対して行われた立入検査に関する

請求である。実施機関は特定の事業者が立入検査を受けたという情報が，条

例第８条第１項第３号の規定に該当するとして条例第１１条の規定を適用

していることから，以下その該当性を検討する。 

 

３ 本件処分の妥当性について 

（１）条例第８条第１項第３号の規定について 

条例第８条第１項第３号本文は，「法人その他の団体（国，独立行政法

人等，地方公共団体，地方独立行政法人及び公社を除く。以下「法人等」

という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報で

あって，公開することにより，当該法人等又は当該個人の権利，競争上

の地位その他正当な利益が損なわれると認められるもの」を非開示事由

として規定している。 

 

（２）条例第８条第１項第３号の該当性について 
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訪問介護事業所○○については介護保険施設等指導及び監査実施要

綱，有料老人ホーム○○については宮城県有料老人ホーム設置運営指導

要綱に基づく指導が行われる。 

介護保険施設等指導及び監査実施要綱第６の規定によると，監査は指

定基準違反又は介護報酬の請求について不正若しくは著しい不当が疑

われる場合等として，通報・苦情・相談等に基づく情報など同要綱第６

の２（１）各号に掲げる情報により必要があると認められる場合に実施

される。宮城県有料老人ホーム設置運営指導要綱第１５の規定によると，

随時立入検査は通報・苦情・相談等に基づく情報など同要綱第１５各号

に掲げる情報により特定の検査事項を定め，重点的に検査を行う必要が

あると認められる場合に実施される。以下，これらの監査及び随時立入

検査を「立入検査等」という。 

審査請求人が本件開示請求において開示を求める文書は，その記載内

容から，当該施設に対する立入検査等において施設職員へ聴取等が行わ

れ，聴取記録が作成されたことを前提として，文書の開示を求めるもの

であると解される。 

このような事情聴取は通常の指導形態である実地指導及び定期立入

検査では行われず，当該法人に違反や不正，不当を疑い又は重点的に検

査を行う必要を認めて立入検査等を実施したときに行われる特別の指

導形態である。 

そうすると，本件開示請求に係る行政文書の存否を答えることは，実

施機関が当該法人に違反や不正，不当を疑い又は重点的に検査を行う必

要を認めて立入検査等を実施したという事実の有無を明らかにするも

のであると認められる。 

この事実の有無が明らかにされた場合，当該法人に対する信用を低下

させ，利用者が施設にマイナスのイメージを持つなど，当該法人の事業

活動に支障を及ぼし，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益

を害すると認められる。 

 

したがって，本件開示請求に係る行政文書の存否を答えるだけで，特

定の法人が立入検査等を受けたかどうかを答えることと同様の結果が

生じ，条例第８条第１項第３号の非開示情報を開示することとなるため，

条例第１１条の規定により本件開示請求を拒否したことは，妥当である

と認められる。 

 

４ 審査請求人の主張についての検討 
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（１）審査請求人は，自己情報の開示請求であることから権利，競争上の地

位その他正当な利益が損なわれることはなく，一律に対応するのではな

く個別事情を踏まえた開示決定等の判断を行うべきである旨主張する。 

しかし，条例第４条において「何人も，この条例の定めるところによ

り，実施機関に対し，行政文書の開示を請求することができる」と規定

されており，何人に対しても，目的のいかんを問わず開示請求を認めて

いることから，条例に定める情報公開制度は開示請求者が誰であるかを

考慮しないこととなっている。すなわち，誰が請求しても同じ取扱いと

する制度趣旨であり，特定の情報を特定の者だけに開示し，第三者には

開示しないということは認められず，当該主張のような自己情報の開示

請求であるという個別事情は上記判断に影響しない。 

 

（２）また，審査請求人は，介護保険施設等指導及び監査実施要綱の内容が

周知のものとなっているとは言い難く，立入検査等が行われたことが明

らかになっても，当該法人に何らかの違反や不正，不当の疑いがあった

ことが直ちに想起されるわけではない旨主張する。 

しかし，要綱の公表の有無に関わらず，一般に立入検査等があったこ

と自体から当該法人に何らかの違反や不正，不当の疑いがあったと受け

止められるものであることから，当該主張を採用することはできない。 

なお，介護事業所等に対する指導は「介護保険施設等の指導監督につ

いて」（平成１８年１０月２３日付け老発第１０２３００１号厚生労働

省老健局長通知）で示された指針のもとで実施されており，当該指針や

他の都道府県で公表されている同種の要綱から内容は推知し得る。 

 

（３）さらに，審査請求人は，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な

利益が損なわれるには，実施機関の行政活動は無謬であるとの誤った信

頼に基づき，実施機関が立入検査等を行った以上何らかの違反や不正，

不当が合理的に疑われたとする短絡的な思考を必要とする旨主張する。 

しかし，行政指導は根拠となる規定に従って行われるものであり，要

綱で定められた事由のいずれかに該当することは当然の前提であるこ

とから，一般に行政指導があれば何らかの違反や不正，不当があったと

受け止められ，当該主張を採用することはできない。 

 

（４）そのほか，審査請求人は，実施機関は違反や不正，不当を疑いあるい

は重点的に検査を行う必要を認めたが，その疑いや認定が事実に沿うも

のではなかったことを既に認めている旨主張する。 
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しかし，誰が請求しても同じ取扱いとする以上，事実に沿うものでは

なかったという事情を開示請求者が知っているかどうかは考慮されず，

当該事情を広く公にすべきとも認められないことから，当該主張は上記

判断に影響しない。 

 

５ 結論 

以上のとおり，特定の法人が立入検査等を受けたという情報は，条例第８

条第１項第３号の非開示情報に該当する。本件開示請求に係る行政文書の存

否を明らかにするだけで当該非開示情報を開示することになるため，実施機

関が，条例第１１条の規定により，行政文書の存否を明らかにしない決定を

したことは妥当である。 

 

第６ 審査の経過 

   当審査会の処理経過は，別紙のとおりである。  
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別紙 

審 査 会 の 処 理 経 過 

 

年  月  日 処 理 内 容 

令和 ２．１２．２５ 〇 諮問を受けた。（諮問第２４１号） 

令和 ３． ５．２７ 
（第４１５回審査会） 

〇 事案の審議を行った。 

令和 ３． ６．２５ 
（第４１６回審査会） 

○ 事案の審議を行った。 

令和 ３． ７．２６ 

（第４１７回審査会） 
○ 事案の審議を行った。 

令和 ３． ８．２６ 
（第４１８回審査会） 

○ 事案の審議を行った。 
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